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センター ・フォー ・リーガル ・アシスタン
ス ・ツー ・ポリューション ・ヴィクティムズ
と言うのですが、このヴィクティムズという
のは中国語では被害者の意味です。しかし中
国政府としては被害者というのはあり得ない
というスタンスですので、このヴィクティム
ズというのは中国語に直すときにはなくなる
という話もあります。
　こういったNGOが 出来て日中のNGOの
聞でワークショップをし、公害被害者支援の
日中交流が中国の環境保護に一石を投じまし
た。中国で初めて加害者による証明責任が明
記された挙証責任の転換ということを、中国
でも認められたということです。これはご承
知のとお り、公害というのは裁判にかけると
すると、例えばオ(俣病の患者が公害の被害者
であるということを立証 しなければなりませ
ん。普通は被害者に立証責任があるのですが、
加害者は公害がないということを立証しなけ
ればいけないという、その挙証責任転換 とい
う例外規則が認められたということになるわ
けです。
　さて結論に入 りまして、中国のさまざまな
課題に対し日本の企業としてはビジネスにど
う結び付 くかということですが、実際にまだ
中国の汚染企業リス トに日本企業 とか日系企
業がある程度載っています。まず中国の汚染
企業 リス トに載らない努力は必要ではないか
と。そして汚染企業リス トに載っている中国
の企業と取 り引きするよりも、リス トに載っ
ていない企業との取り引きを4先させること
が必要ではないか ということが挙げられま
す。
　環境対策や省エネに一番効果的なのは、生
産工程の技術を最新のものにすることなので
すが、先進国が技術を中国に提供すると、自
分の国の競争優位、その産業における競争優
位を喪失することを意味するので、ある意味
ではコアコンピテンシーを与えるわけにはい
かないということで、及び腰になるというこ
とが一つあります。
　あと、日中の経済関係の進化に伴い、両国
の環境問題は財 ・サービスの輸出入を通して
深 く結び付いています。例 として日本は環境
規制が厳 しく、中国の最 も良質の石炭を輸入
してきたわけです。中国の一番良質の石炭を
日本が取ると、中国にはどうしても質の低い
石炭が残って、中国国内の石炭需要増大 と環
境意識の高まりのため、石炭輸入価格交渉が
難しくなりつつあり、中国に 「おまえたちは
質の悪い石炭で環境対策やれ」と言うことは、
果たしてフェアなことかどうかというところ
が若干問題があるわけです。
　ODAはもう古くからやっていて、90年代
に活発であったODAに よる対中環境協力が
もうピークを超えてまして、2008年でこの
環境ODAは 終了すると。今後は、特に経済
力を付けた東部沿岸の産業公害対策や都市の
ごみ処理は、民間ベースでの技術協力段階に
入っているということです。だから東アジア
環境経済共同体というのを、ここでは考えた
らどうかと思われるわけです。環境と経済は
もう切 り離せなくなってきている以 ヒ、共同
体としての日中韓で、 どこが加害国か、どこ
が被害国かという見方ではなく、加害者、被
害者というのは相対的なものなのだから、ど
の国も加害者であると同時に被害者であると
いう視点で取り組まなくてはいけないのでは
ないかと。
　これか ら中国企業は欧米流のCSR、企業
の社会的責任に配慮しないと、世界市場では
生き残れないということは意識しています。
環境関係のISO14000台の認証サイ ト数は、
日本が世界一なんですけど、中国は2位なん
です。非常にISO14000の取得企業が中国は
多い。
　しかし中国の環境問題が解決しないところ
を見ると、ISOのシステム自体は企業を信頼
しているシステムなのですが、中国の場合は
実は信頼したらいけないのだと。ということ
で環境改善達成のためには、中国ではISO
14000の有効性が疑われるということで、も
うちょっと違う認証システムを中国では使う
必要があるのではないかというふうに考えま
す。
　中国的な問題として法律や規制の存在 と、
それを順守することは別ものという考えがあ
って、法執行の現場担当者の裁量で制度が適
切に運用されないことがある。それで施設や
機械をせっか く導入 しても、運転のためのノ
ウハウ不足や、壊れた備品の交換ができない
ため稼働していない例があります。運転のた
めの電気料金が払えないという理由から稼働
していない下水処理場の例もあって、さらに
飲み水、食品衛生、ごみ処理などの公衆衛生
観念が しっか りしていなかったため、環境悪
化による健康被害には関心力抵 かった。これ
が食品安全管理の不備につながって、中国製
食品の輪入が先進国で一部停止する事態にな
りました。
　特に、郷鎮企業などの小規模企業では環境
意識が欠如してお り、企業は長い間の国営の
感覚が抜けず、環境汚染の被害を発生させて
も自分の責任ではなくて政府の責任だという
ことで、贈賞責任や財産権の概念がなく、そ
のため被害者に対する補償制度が不備なので
す。
　私見なのですが製品を研究開発 して作 り、
ユーザーが使って廃棄 してというライフサイ
クルのどこかの部分を口本でやって、他のど
こかの部分を中国でやってるわけで、日本と
中国の両方、ライフサイクル全体でとにか く
環境汚染が減 らないと駄目なのではないかと
いうことを考えます。そういう意味でボーダ
ーレスでライフサイクル全体を見据えた環境
管理、共同体における環境管理というのが必
要ではないかと思います。ということで、ご
清聴ありがとうございました。
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